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はじめに
2001年4月に中国海南島沖公海上で発生した米
中軍用機接触事件（以下EP-3事件）は、米中両国
間の危機管理のモデルケースとして、これまでに
も、米中双方の研究者により取り上げられてき
た。その中でも代表的なものとして米国カーネ
ギー平和財団と中国のシンクタンク国際戦略研究
基金会による共同研究がある。これは、再発防止
の観点から過去に米中間で発生した主要な紛争に
ついて双方の危機管理プロセスを検証しようとす
る意欲的なプロジェクトであり、その中において
EP-3事件も取り上げられている1。
中国側の危機の政策決定に関しては、その後、当
時の外交部長（外務大臣）で本件交渉の責任者であっ
た唐家璇が回顧録を出版し、その中で本件をめぐる
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The EP-3 Incident in 2001, where a Chinese military aircraft collided with a U.S. reconnais-
sance aircraft off the coast of Hainan Island, has often been referred to as a model case for cri-
sis management between the two countries. China claimed that the cause of the incident, which 
led to the death of a Chinese PLA pilot, was a sudden turn taken by the U.S. aircraft; the U.S. 
government, however, refused to accept China’s version of the story. China’s requirement of an 
apology from the U.S. and the release of the detained U.S. crew were linked, and both govern-
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over to Chinese Foreign Minister Tang Jiaxuan to settle the incident. Examining the incident 
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当時の状況についても詳しく言及している2。また、
米中間の外交安全保障問題に関する中国人研究
者である呉心伯がこれらの新たな資料、更に、当
時の中国側交渉者へのインタヴューも踏まえなが
ら、事件発生時の米中危機管理を包括的に検証す
るなどの新たな研究も発表されている3。しかし、
これらの回顧録や研究は中国側の政策責任者ある
いは研究者であるがゆえの限界も存在する。つま
り、事件の発生、エスカレーション、沈静化に向
かうプロセス、事件の解決という危機管理のサイ
クルにおいて、自国のとった行動に関する客観
的、批判的な視点が欠如しているのである。
EP-3事件は、事故発生から米軍乗組員の解放ま
で11日という比較的短期間で米中両国が当面の大
きな危機を克服した事例である。中国国内におい
ては、大規模な反米デモなどの社会不安の発生の
抑制に成功し、むしろ危機管理の成功の側面に光
をあてこの事件を分析する傾向が強い。一方で、
本件は、本来単なる接触事故であったものを、中
国側の直後の対応によって米中両国間の危機管理
案件にまで必要以上に発展させてしまったという
側面も存在するのである。
本稿では、今日から振り返って、この事件にお
いて、接触事故の発生から米軍乗組員の解放に至
る過程において、どのような要因が問題を拡大さ
せ解決を困難にしたのかという主に中国側の危機
管理プロセスに内在する問題に焦点を当て、本事
件を批判的に再検証することとしたい。今日、尖
閣問題をめぐり日中間の対立が深まり、最悪の場
合には、軍も含む日中の行政執行当局同士の偶発
的事故発生、更にはこれをきっかけとする紛争の
拡大への懸念が内外で高まっている。本稿におい
ては、2001年の米中間の偶発事故から得られる今
日的教訓という問題意識を踏まえつつ再検証を
行った。
1．事件の概要
（1）衝突事故の発生
沖縄嘉手納基地から飛び立った米軍偵察機EP-3
は、2001年4月1日午前、中国海南省東南の公海上
で偵察活動飛行中に、この偵察機を監視、追尾し
ていた2機のF-8中国人民解放軍戦闘機のうち1機
と接触した。米軍機と接触した解放軍戦闘機は大
きく破損、南シナ海に墜落した。搭乗していたパ
イロットの王偉はパラシュート脱出を試みたもの
の、その後の解放軍の捜索にもかかわらず行方不
明となる。プロペラを大きく損傷した米軍機EP-3
は、中国領内である最寄りの海南島陵水軍用空港
に緊急着陸した。その50分後には、米軍機乗組員
24名は機体から移動させられ、中国側によって準
備されたゲストハウスに移った。
これまでも、米軍の南シナ海での活動をめぐっ
ては、米中間で議論があった。米国は、沿岸から
12カイリ以遠の公海上での軍事偵察活動は国際法
上問題なしと主張、一方、中国側は領海だけでは
なく排他的経済水域（沿岸から200カイリ）及びそ
の上空における活動については、基本的には沿岸
国すなわち中国の許可を得る必要があるとの立場
であった4。
折から米国では、1月にブッシュ政権が発足し
たばかりで、新政権発足後、米中間で初めての危
機管理事件となり、米国は拘束された米軍関係者
の解放と機体の返還を、中国は謝罪を要求し、特
に米軍乗組員の解放が実現するまでの最初の11日
間は緊迫した状況が続いた。
（2）エスカレーション
4月1日の事故発生の夜、中国外交部（外務省）の
周文重部長助理（外務大臣補佐）はプリアー米国駐
中国大使と緊急会見を行い、本事件は、米国側偵
2 唐家璇『勁雨煦風』世界知識出版社、2009年
3 呉心伯『世事如棋局局新̶二十一世紀初中美関係的新格局』復旦大学出版社、2010年
4 「美撞機事件厳重違反国際法」『人民日報』2001年4月4日
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察機が飛行中に突然方向を変えたため接触したも
のであるとして、米国が責任を負い中国に対し謝
罪することを要求した5。一方、ブッシュ大統領
は、同日、ホワイトハウスで記者会見を行い、米
国側乗組員と機体の即時返還を要求した。また、
拘束された乗組員との面会が認められていないこ
とに不快感を表明し、これまでのよりよい米中関
係を求めるとする中国の外交姿勢とは矛盾すると
批判した。更に、米国は、ペルシャ湾から帰還中
の駆逐艦3隻を南シナ海で無期限待機とさせる措
置をとる6。
ブッシュ大統領がコメントを出したことを受
け、3日、江沢民国家主席が中国訪問中のカター
ルのアブドラ首相との会見の際にはじめて公に本
件につきコメントした。江沢民は、なぜ米国は中
国からこんなに近いところで経常的に偵察飛行を
するのか理解できないと批判し、衝突事件の責任
は完全に米国側にあり、中国人民に謝罪した上
で、中国沿岸でのすべての米軍の偵察をすぐに中
止すべきであると主張した7。3日夜、ブッシュ大
統領は再度声明を発表し、意図せぬ事件が国際事
件に発展しないことを希望すると述べながらも、
これまで中国政府には時間を与えてきたが、今や
乗組員の帰国と機体の返還を求める時が来たとし
て強い調子で非難した。両国首脳間でこのような
激しいやりとりが行われる一方で、同日、海南島
で待機していた在北京米国大使館駐在武官と米軍
乗組員との40分の会見が実現した8。
4日、江沢民は、かねてから予定されていた中
南米6ヶ国公式訪問の日程を変更することなく出
発した。出発前に、本件についてコメントし、米
国は中国人民に謝罪すべきであると再度強調し
た9。午後には、唐家璇外交部長がプリアー大使
と会見し、「米国は、中国の主権と領土を侵犯し
ておきながら、現実を直視せず、責任をとってい
ない」と強い調子で非難した10。米国側は、前日
に拘束された米軍乗組員と北京駐在武官との会見
が実現し、彼らの健康状態が良好で、丁重に扱わ
れていると確認できたことから、この危機の解決
は外交チャネルを通じて行われるべきとして、国
防省ではなく国務省を政権内の政策調整の中心と
し、これまでの強硬なアプローチを変更した11。
（3）紛争解決に向けての交渉
これを踏まえ、パウエル国務長官は、中国に
おける外交問題責任者である銭其琛副総理に対
し、問題解決のための方策、手順を提案する書簡
を発出した。銭副総理は、ブッシュ新政権とのパ
イプを確保するために事故発生の前月ワシント
ンを訪問して、パウエル国務長官と会見したば
かりであった。パウエルは、その書簡において、
パイロットが亡くなったことに対して「遺憾の意
（regret）」を表明し、更に、同日、ワシントンで
米国メディアに対しても同様の表現を用いた。
5日午前、プリアー大使は周文重部長助理と会
見し、解決に向けての今後の手順として、先ず、
中国のメディアに死亡したパイロットに対するパ
ウエル国務長官による遺憾の表明を掲載、同様の
内容を米大統領ステートメントとして出す、これ
を踏まえ、中国側が米軍機乗組員を解放、今後の
再発防止について話し合うというロードマップを
提案する。これに対し、中国側は問題解決に積極
5 「就美軍偵察機在南海上空撞毀我軍用飛機事件中方向美方提出厳正交渉和抗議」『人民日報』2001年4月3日
6 唐前掲書、270頁。
7 「就美偵察機撞毀我軍用飛機事件江沢民主席発表談話」『人民日報』2001年4月4日
8 「美駐華使館官員与肇事偵察機機組員見面」『人民日報』2001年4月5日
9 「江沢民前往拉美六国訪問時指出美方応該向中国人民道歉」『人民日報』2001年4月5日
10 「唐家璇就美偵察機撞毀我飛機事件招見美駐華大使再次向美方厳正交渉」『人民日報』2001年4月5日
11 Dennis C. Blair and David V. Bonﬁ li， “The April 2001 EP-3 Incident： The U.S. Point of View”， in Michael D. Swaine eds., Managing 
Sino-American Crises， Case Studies and Analysis， pp.382-383.
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的な様子を示した12。これを受け、ブッシュ大統
領は、「中国のパイロットが不明で、またその機
体を失ったことを遺憾（regret）に思う。我々は、
パイロットとその家族に対して祈りをささげる。
中国の人民に対しては、この事件により両国関係
を不安定化させないことを提案したい。我々と中
国との関係は大変重要である。しかし、我々の乗
組員がそろそろ家に帰るべき時期でもある」との
コメントを出す13。
本件の扱いをめぐっては、両国は国内感情への
配慮もあり、対応に神経を使うことになる。米国
では、スポークスマンが米軍機乗組員は「人質」に
なっているのではなく「拘留」中なのであり、ま
た、接触した米軍機は「スパイ」機ではなく「偵察」
機であると強調した。一方で、中国内では行方不
明となったパイロットは「英雄」扱いされるように
なる14。
中南米訪問に出発し、チリに滞在中の江沢民国
家主席は「どんな国でも道で人にぶつかったとき
は許しを請うものだ」として「両国の指導者は問題
の適切な解決のために最大限の努力をすべきだ」
とのコメントを出す。江沢民の中南米訪問に同行
している銭其琛副総理からパウエル国務長官への
6日付けの返信では、米国が事実を直視して責任
を受け入れ、中国人民への謝罪することが問題解
決のカギであると強調した15。また、同日、米大
使館駐在武官と乗組員との2回目の面会が実現し
たが、今回は、中国側同席者なしで実施された。
プリアー大使は6日～ 9日にかけて、周文重部長
助理との間で、レターの書面をめぐり、一日平均
2回会って交渉を行った。
（4）米軍乗組員の解放へ
その後、更にプリアー大使と周文重部長助理
との交渉は計11回に及び、11日になって最終的
に、プリアー大使から唐家璇外交部長への書簡が
正式に届けられた。謝罪の表現は、「regret」から
「sorry」へ、そして最後に「very sorry」となった。
中国側は、この「very sorry」の表現を含む書簡を
もって、公式の「詫び状」と扱い、国内向けに報道
した上で、米国乗務員を解放する旨伝えた。
12日朝、米国乗務員はチャーター機で海南島を
離れ、米中間の危機はひとまず終結したが機体の
返還交渉は残った。乗組員が解放された後、米政
府は中国側に対して「謝罪」したのではないとの考
えを再び表明した。一方、ウルグアイ訪問中の江
沢民も「事件は完全に解決したわけではない」と述
べる。その後、機体の返還交渉は長引き、不時着
した米国の軍用機がそのまま中国領土から飛び立
つのは中国側が許さず、最終的には、6月3日、機
体を分解した上でロシア製の大型輸送機で海南島
を離れることとなった。
2．事故直後の中国当局の初動対応と
情報伝達プロセス
（1）事故直後の初動対応
本事件が起きたのは日曜日で、中国指導者の多
くは北京郊外での植樹行事に参加していた16。一
方、米国東部時間では土曜の夜であり、ブッシュ
大統領は、ワシントンを離れてキャンプ・デー
ビッドにいた。1日の昼には、米軍機接触、緊急
着陸の連絡を受けた北京の米国大使館は、カウン
ターパートの外交部、人民解放軍総参謀部に何度
も連絡を試みたが、電話はつながらなかった。
12 Ibid.， p.382.
13 “Statement by the President｠on American Plane and Crew in China，”｠The White House， Oﬃ  ce of the Press Secretary，｠April｠2，｠2001， 
（www.whitehouse.gov/news/releases/2001/04/20010402-2.html.）
14 『朝日新聞』2001年4月6日　
15 「就美軍用偵察機撞毀我軍用飛機事件銭其琛復信鮑威爾」『人民日報』2001年4月8日
16 「江沢民等参加首都義務植樹活動」『人民日報』2001年4月2日
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危機が生じた際に中国側が緊急の電話に出よう
とせずコミュニケーションがとれないことはこれ
までにもしばしばあった。中国では、今回の事件
のように、対外関係においてあまりにも大きな問
題が生じた場合には、事務レベルにおいては上級
レベルのインストラクションがない場合には動き
がとりにくく、へたに相手からの緊急電話に出
て、自分のところで責任を負うようなことはした
くないという発想が優先する。また、通常、最高
指導者も含めたハイレベルで何らかの対応策が出
るには時間がかかり、それまでの間に現場での初
動の対応が遅れるために紛争のエスカレーション
が起きやすく、結果として短期的には問題が深刻
化しやすい。
この事件が最初に公開されたのは、事件発生
から約6時間後の米太平洋軍司令部（PACOM）の
ウェブサイトであった。事件発生当時、ワシント
ンは夜中で、米政府内で政策調整が出来ていない
状況の中で、PACOMとしてこの種の事件が発生
した場合の一般的な対応として、このような深刻
な事件は対外的に長い間公表を伏せておくことは
できないとの判断の下、「国際慣例に則り、乗員
の安全、航空機の保全と返還」を要求するステー
トメントを発出した17。
中国側の指導者は、事件の第一報を踏まえて、
次の二つの結論に達したという。先ずは、これは
偶発事件であって、2年前の「故意の爆撃」だと当
初中国側で信じられたベオグラード中国大使館爆
撃事件とは異なる性質のものである。そして、こ
の事件は、短期間に解決すべきである18。既に述
べたとおり、事件発生の夜、中国外交部はプリ
アー米国駐中国大使を緊急招致し、事故の直接の
原因は、米国偵察機が突然方向転換したためであ
り、すべての責任およびこれに対する説明責任が
米国側にあると伝えている。これに対し、プリ
アー大使は、責任の問題には同意せず、乗組員、
事故機へのアクセスと安全確保を要求した。
（2）事故原因をめぐる両国の主張の違い
この事件の処理をめぐっては、海南島東南約
100キロメートルの上空で事故が発生した点につ
いては米中間で一致しているものの、事故原因、
すなわち、どちらの側の要因で接触事故が起きた
のかということで大きく食い違っている。そし
て、この点がその後の中国側の謝罪要求との関係
で中心的な問題となった。しかし、これは事実を
掌握している現場の当事者でしか答えられない問
題でもある。
中国側は解放軍戦闘機が米軍偵察機と平行して
飛行している際に、米軍機が突然方向を転換して
接触したと主張した。一方米国側は、中国側戦闘
機による至近距離での危険な飛行中の操縦ミスが
原因であると主張した。そもそも24名のクルーを
搭載しながらゆっくりとしか飛べないプロペラ機
のEP-3の方からわざわざ解放軍戦闘機の方に近づ
いて危険な飛行をし、至近距離で一方的に方向転
換することなどありえないというのである。解放
軍戦闘機のF-8機がプロペラ機と同じ速度にまで
速度を落とし、すなわち、ジェット機としては超
低速の不安定航行をしながらEP-3に極度に近づ
いたことが接触事故につながったと米国は主張し
た。今回接触して行方不明となったパイロットの
王偉は過去にも米軍の偵察飛行に際して、何度も
危険な距離まで近づき挑発飛行をくり返し、現場
の米軍関係者にはすでに知られた存在であったと
の米軍筋からのリークも出た19。
米国からすれば、中国側は信じられないような
事故のストーリーを出してきたと受け止められ、
したがって、この事件の危機管理の過程におい
て、最初の対応によって自らをあえて困難な立場
17 Blair and Bonﬁ li， “The April 2001 EP-3 Incident： The U.S. Point of View”， p.379.
18 米中関係を研究する中国人学者の呉心伯が当時中国外交部の交渉者であった周文重から聴取。呉前掲書、196頁
19 米軍乗組員が解放された後、米軍は南シナ海上空での過去の中国機スクランブルによる至近距離の危険な飛行の録画を公開した。
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に追い込むことになったと分析している20。しか
し、米政府としても、乗組員の拘留が続いている
こともあり、米中間で交渉が行われている間は低
姿勢で臨んだ。
（3）情報伝達プロセスにおける問題点
中国軍事安全保障問題に関する米国人研究者の
ムルヴェノン（James Mulvenon）は、米軍機が突
然方向転換したため衝突が生じたとする米国側か
らみれば信じがたい話が中国政府の公式的な立場
となったことに、中国政府の政策決定につながる
インテリジェンスの情報処理過程における政策決
定構造上、そして、組織文化上の問題があると指
摘する。このような事件の場合には事実を把握し
ているのは先ず現場であり、そこからの米軍機の
方からぶつかったのであって中国側に瑕疵は無い
とする解放軍に有利な報告が、海南島を管轄する
広州軍区、総参謀部、そして中央軍事委員会とい
うルートで解放軍内の組織階層を上がったと考え
られる。文民の最高指導者レベルに届くのは最後
の段階であり、それまでの過程の中国側インテリ
ジェンス処理プロセスにおいて、軍以外において
それをチェックする文民の専門的、客観的な機関
はない。また、中国においては、軍以外の機関が
技術的な問題も含め軍の結論に口を挟むことは、
重要な問題になればなるほど実質上困難となる。
かくして、解放軍バージョンの接触原因の説明が
そのまま中国政府のスタンスとなったと考えられ
るのである21。
軍を指揮監督する立場にあるトップの文民指導
者、当時においては江沢民中央軍事委員会主席
も、このようして軍の階層を経て最終的に上がっ
てきた報告に疑義を挟むことは、軍のメンツをつ
ぶすことになり、文民の最高指導者としても広範
な軍の支持を得なければならない現状から考えて
も、大きな政治的コストを払うことになる。ムル
ヴェノンは、中国の組織文化上、最高指導者が軍
幹部に対して、そのような疑問を投げかけること
はよほど明白な反証がないかぎり困難であろうと
述べている22。
この事件に関しては、後に中国共産党公式メ
ディアである人民日報において、航空技術問題の
専門家が出てきて事故の経緯を分析した上で米国
側に責任があるとの解説を掲げ、客観性を持たせ
ようとしている23。しかし、中国の国内において
このように重要な問題における解放軍の判断、ひ
いては国家の立場に、第三者の立場の専門家と称
する者が疑義を挟んだり、真っ向から反対の意見
を公式メディアに表明することはありえない。今
回の事件は、初動において中国側がそのような強
硬な立場をとったことにより、米中間の妥協点を
見いだすことができなくなり、結果として、解決
へのハードルを上げてしまったといえる。このよ
うな対応は中国国内において、短期的に見れば解
放軍の勝利とみることができる一方で、長期的に
は、中国における政軍関係にマイナスの影響をも
たらす可能性がある性質のものでもあった24。
この事件をめぐる米中の危機管理プロセスを研
究した中国人研究者の呉心伯は、中国側から見た
場合に、米国が事件直後の強硬な態度から、その
後ソフトなアプローチに転換したことが事件解決
に大きく寄与したと指摘する。事件直後、米側に
おいてもブッシュ大統領は強硬な発言を繰り返
し、これに江沢民主席が反応し、米中関係はエス
カレートした。その後、米中関係が行き詰まった
ため、それまで外交経験のほとんどなかったブッ
20 Blair and Bonﬁ li， “The April 2001 EP-3 Incideny： The U.S. Point of View”， pp. 387-388. 
21 James Mulvenon，｠“Civil-Military Relations and the EP-3 Crisis， A Content Analysis，” China Leadership Monitor  2002 No.1， Hoover 
Institution， Stanford University， pp.3-4.（http://www.hoover.org/publications/china-leadership-monitor/article/6646）
22 Ibid， pp.4-5.
23 「我航空技術専家指出撞機事件責任完全在美方」『人民日報』2001年4月8日
24 Mulvenon， “Civil-Military Relations and the EP-3 Crisis，” p.5.
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シュ大統領は、中国駐在経験のある父ブッシュ元
大統領や、共和党で強力な対中パイプを有するス
コウクロフト元大統領補佐官の助言を受け入れ、
対中アプローチを検討した上で、これまでよりも
よりソフトなアプローチに軌道修正したといわれ
る25。また、米国は南シナ海で待機させていた3隻
の海軍駆逐艦を引き上げ、ホワイトハウスにおい
て本件の処理をラムズフェルド長官率いる国防省
からパウエル国務長官のチームに移し、「遺憾の
意（regret）」を示し歩み寄る姿勢を見せたことで、
中国側の解決のボトムラインに近づいたとするの
である26。しかしながら、中国側研究者の立場上
の限界として、そもそもこの問題が発生した事故
原因に関して、米国側に全面的に責任があるとす
る解放軍経由で上げられた情報に基づく中国の政
策決定についての検証は行われていない。本件問
題の最初の情勢判断、それに基づく対応がその後
の問題解決のハードルを上げてしまった点につい
ては沈黙を保っているのである。
3．政策決定の硬直性
（1）当時の政策決定の構造
2001年4月、本件事件発生時の中国の指導体制
は、対外政策決定に関しては、江沢民が国家主
席、党総書記、中央軍事委員会主席を兼ね、党内
序列3位の朱鎔基が国務院総理、更に、外交担当
副総理は銭其琛、外交部長は唐家璇であった。ま
た、政治局常務委員の胡錦濤は、国家副主席に加
えて、事件当時は中央軍事委員会副主席も兼任し
ていた。当時、軍の指導部においてはトップの中
央軍事委員会主席は江沢民、副主席には胡錦濤と
文民が2人おり、残りの副主席は制服組の張万年、
委員以下は全員軍人という構成であった。
興味深いことに、当時党内序列2位、全人代常
務委員会委員長で前国務院総理の李鵬は、4月2日
付け、つまり事故発生翌日の日記において、これ
は「事故であって、中国機が米軍機にぶつかった
（中国語：中国飛機撞到美機上的）」と書き記して
いる。しかし、その後の中国側の公式立場は米軍
機の方からぶつかったとするものであるから、李
鵬の日記の内容と矛盾する。もはや総理のポスト
を離れて危機の対外政策の決定ラインにはない李
鵬には事故発生直後の時点で正確な情報が上がっ
ていなかったというふうに理解することもでき
る。但し、もう一つの見方として、これが事件直
後の生の正確な情報、すなわち、日記にあるとお
り中国機が米軍機にぶつかったのであって、李鵬
はそれを素直に日記に書き残したとの解釈も成り
立つ。軍から上がってきた情報をもとに、李鵬も
含めた政治局常務委員の最高政策決定機関で最終
的な中国側の立場を固めたのは江沢民が出発する
前日の3日で、李鵬が日記を書いた時点ではまだ
中央の方針は固まっていなかったからである。な
お、後日、19日の李鵬の日記では、米国の方から
ぶつかってきた証拠が山のようにあるとして、2
日付け日記の軌道修正を図っている27。
国務院総理で党内序列第3位の朱鎔基は、外交
部も含めた行政機構のトップとして、本来、外交
に関与する権限を有しているものの、本件解決の
過程では、前面に立って処理に当たったことを示
す事実は窺われない。それは、この事件が、米中
の軍用機の接触に端を発する軍事安全保障にかか
わる問題であって、この分野での対外関係は国家
主席、中央軍事委員会主席の江沢民が主導するこ
とになっていたからと考えられる。江沢民・朱鎔
基体制になってから対外政策においても、国家主
席は外交安保分野、国務院総理は対外経済という
分業体制が明確になりつつあった。
中国において省庁の組織間の壁を越えて対外政
25 Zhang Tuosheng, “The-American Aircraft Collision: Lessons for Crisis Management,” in Managing Sino-American Crises , p.400.
26 呉前掲書、201頁。
27 李鵬『和平発展合作̶李鵬外事日記』新華出版社、2008年、865頁。
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策決定の総合調整を行う組織として、党中央外事
工作領導小組が知られているが、今回の危機管理
に際して対応したのは、新しく設立された党中央
国家安全工作領導小組（国家安全小組）だと言われ
る。この組織は国家レベルの危機に対応するた
め、政治、外交、軍事が一体となった危機管理を
行うために当初は米国のNSCをモデルに2000年9
月に成立したといわれる28。組織のトップである
組長に江沢民国家主席・中央軍事委員会主席、副
組長に胡錦濤国家副主席・中央軍事委員会副主
席、銭其琛副総理（外交担当）、その他軍からも熊
光楷副総参謀長らがメンバーに入っていたと考え
られる。
胡錦濤国家副主席兼中央軍事委副主席は、今回
の事件の解決過程を通じてその動静がほとんど伝
えられていないが、4月4日に国家安全領導小組の
組長である江沢民国家主席兼中央軍事委主席が外
交担当副総理の銭其琛とともに中南米に出発した
後は、国家安全小組の副組長である胡錦濤が北京
に残り指揮をとり、外遊中の江沢民と連携しつつ
全体のとりまとめをしていたものと考えられる。
唐家璇の回顧録では、江沢民が空港出発時に、胡
錦濤が責任者となり、外交部が各部門と調整して
中央の指示を貫徹するようにとの指示を出し、そ
の後、外交部長であった唐家璇は事件解決まで胡
錦濤弁公室と緊密に連絡を取り合ったと記されて
いる29。この時期、外国の政治家が胡錦濤との会
見を求めたところ、「事件の指揮をとっている」と
して断られたと伝えられる30。江沢民が最高指導
グループの間で対処方針を一旦固めて外遊に出た
後は、胡錦濤を中心とする北京の指導部はその方
針に従って、党、軍、外交部が一体となった対応
を行ったと考えられる。
（2）柔軟性を欠く対外政策
これを踏まえて、実際に事件の解決の交渉を担
当したのは外交部であった。この事件は、米中両
軍間の事故に端を発する性質のものではあるもの
の、事件発生直後に、中国の指導部は外交部を実
務レベルの国内調整責任部門とすることにした。
これは、米国が、当面の事件の解決が乗組員の解
放と機体の返還であるとして、国防省ではなく、
外交当局である国務省に事件解決の中心的役割を
担わせたことに対応する措置でもあった。実際の
コンタクト・ポイントは、事件直後に緊急会見を
行った周文重外交部部長助理とプリアー米駐中国
大使であった。
中国指導部内では、4月4日に江沢民主席と銭其
琛副総理が中南米訪問に出発することになってい
たので、1日の事件発生から3日の間にかけて集中
的に対応を協議し、最高指導部内においては、出
発前日の3日にはこの事件への対処に関する明確
な方針を固めた。その具体的な内容については公
式に発表されていないものの、今日、中国側研究
者によってその方針の概要は明らかにされてい
る。それは、先ず、この事件の処理を、中国の
主権と尊厳を守る闘争と位置づけ、米国に対し確
固たる対応を示す、その上で、米中関係の全体的
な安定を維持しつつ、早期に問題を解決するとい
う方針を柱とするものであったという。具体的に
は、①米国が今回の事故についてのすべての責任
を負うべきで、米国は中国人民に謝罪すべきであ
る、謝罪を踏まえて、拘留中の米乗組員を解放す
る、②その後、EP-3機体の返還問題を解決する、
③米国の中国沿岸での偵察活動の速やかな停止を
要求する、という内容を含むものであったとされ
る31。そして、このような内容は、党中央の了解
を得て、3日の夜にはメディアを管理する党中央
28 宮力、門洪華、孫東方「中国外交決策機制変遷研究（1949-2009年）」『新中国外交60年』趙進軍主編、北京大学出版社、2010年、267頁。今日で
は外事工作領導小組と国家安全領導小組の実態は同じで、二つの看板、一つの組織とみられている。
29 唐前掲書、271頁。
30 『朝日新聞』2001年4月13日
31 呉前掲書、198頁。
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宣伝部を通じて、事件に関するガイドラインとし
て国内メディアに配布され、国内での徹底が図ら
れた32。
今日から見れば、このような方針を中国指導部
内で固め徹底を図った上で、江沢民が外遊に出た
こと自体が、その後の、中国側の対応を硬直的に
したことは想像に難くない。中国の組織運営上の
欠陥として、一旦、上級レベルで大きな方針が確
定されれば、政策を執行する側では大方針の墨守
ということになり、今度はこれを現場レベルの判
断で柔軟に運用することは困難となる。権威が高
すぎる最高政策決定者と政策実施レベルとの距離
が大きい中国の対外政策決定過程において、政策
のファインチューニングは難しいのである。
4．国内からの圧力と中国当局の情報操作
（1）国内世論への配慮
事故の原因については、中国側は米軍機が飛行
中に突然方向変換したので中国機に接触したとの
立場で「すべての責任は米国にある」として米側に
謝罪を求め続けていた。海南島に緊急着陸し拘束
された米軍乗組員の解放と米国の中国に対する謝
罪の表明がリンクされていた。同時に、この謝罪
の表現をめぐり両国の間で交渉が行われる過程
で、中国指導者としては、国内の世論、軍部から
の圧力をどのように管理するかという問題にも対
応する必要があった。一般大衆、更に、軍部及び
指導部内保守派から、対米弱腰外交との批判と受
けないように、対米外交と国内圧力に同時に対処
しなければならなかったのである。
当局の国内世論への配慮は事件の直後すでに見
ることができる。中国指導部は国内での一般大衆
による議論を惹起しないように努めることによっ
て、対米交渉を含む一連の危機管理のプロセス
が、複雑化し、制御が困難となる事態を避けるべ
く努めた。中国側は、当初の対応としては両軍間
の事故であることから、事件そのものの発生の事
実は対外的に公表せずに、水面下の交渉で解決す
ることを期待していたと見られる。しかし、米国
側の判断により事件を一方的に公表されたことか
ら両国間の緊張が高まった。
それでも、事件直後の中国側の報道は、1日夜
に発表された外交部スポークスマン談話の新華社
電を翌2日の人民日報第二面に小さく掲載するだ
けの抑制された扱いであった33。国内の世論を刺
激しないように反応を見極めながら対応しようと
の中国当局の意図が窺われる。一方で、既にネッ
ト上では事件直後から激しい米国批判が始まって
おり、米国もこの事件について中国当局は世論の
反応には非常に敏感になっていると感じていたよ
うである34。中央の方針が固まり、宣伝部経由の
ガイドラインが通達された後の中国の国営報道機
関は、4日から国内各分野の国民による米国批判
の声を伝え、対米批判キャンペーンを一気に開始
した。しかし、一方で、北京の米国大使館前や街
頭における学生や一般大衆による抗議活動は厳し
く制限されていた35。当時、中国指導部は、世論
が激しい形で吹き出して、当局の政策の手足を縛
ることのないようにと世論の誘導に努める一方
で、弱腰であると批判されないためにも世論を代
弁するような形で、米国に対して強い態度を示さ
ざるを得ないという二つの相反する要求から対応
を迫られていたのであった。
（2）「謝罪」をめぐる言葉の政治
中国指導部が国内の強硬派の声と対米関係との
間で落としどころを探し、最終的に解決に持ち込
32 Zhang Tuosheng， “The-American Aircraft Collision： Lessons for Crisis Management”， p.396
33 「就美国偵察機撞毀中国軍用飛機事件外交部発言人談話」『人民日報』2001年4月2日
34 Blair and Bonﬁ li， “The April 2001 EP-3 Incident： The U.S. Point of View”， p.384.
35 『読売新聞』2001年4月5日
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むことができたのは、米国からの謝罪をめぐり
一応の妥協案を引き出すことができたことにあ
る。11日、プリアー大使から唐家璇外交部長に当
てた書簡が最終的に受理され、これを受け唐家璇
は、拘束中の米軍乗組員の解放を表明した。書簡
の内容は接触事件によりパイロットが行方不明に
なったことについて、中国の人々と行方不明のパ
イロットの家族に対して「very sorry」であり、ま
た、接触事故の直後に中国側との間で明確なコ
ミュニケーションを欠き、許可を得ずに中国領空
に侵入して着陸したことについても「very sorry」
である旨を伝えたものであった。米国は最後まで
国際法上、公式の謝罪を意味する「apologize」と
いう用語を使うことには反対し、中国政府にあて
た最終的な書簡の文面では、「very sorry」という
表現を用いた。また、ブッシュ大統領も同日、パ
イロットが亡くなったことに対して、「sorrow」
との表現を使用した。
一方、中国政府及び公式メディアは、唐家
璇外交部長が受け取ったこの書簡を米国から
の公式な「詫び状（中国語：致歉信 zhiqianxin）」
と位置づけ、今回の米国の書簡において「深い
お詫びの気持ちを表した（中国語：深表歉意
shenbiaoqianyi）」として国内に説明したのであっ
た36。国内の報道では、ついに米国から謝罪を勝
ち取ったという論調で、米国への反感をむき出
しにしていた民衆はひとまず溜飲を下げたかた
ちとなったのである。但し、米国は謝罪を示す
「apologize」という言葉は最後まで使用しておら
ず、米国は謝ったわけではないと言い、また、一
方で中国側は当初主張していた米国偵察機の中国
沿岸飛行の停止については、米軍乗組員の解放と
リンクする形では強硬に要求しつづけることはも
はやせず、実質的に要求を取り下げた形となっ
た。
中国政府は、「apologize」ではない「sorry」を中
国語の正式の謝罪を表す「道歉（daoqian）」と同義
として正式な謝罪と受け止めることについてどの
ようにとらえていたのだろうか。外交部長で本件
交渉の直接責任者であった唐家璇は事件の対応に
あたり、当時、外交部内で一番の英語の権威とさ
れる専門家にも検討させた結果として、謝罪を
表す英語には、「apologize」、「sorry」、「regret」
の三種類があり、「apologize」が最も正式で、次
に「sorry」、そして「regret」の順番になると述べ
ている37。中国側は交渉において、中国語の「遺
憾（yihan）」に相当する「regret」については受け
入れを拒んできたものの、一方で、「sorry」には
「apologize」の意味があり、したがって、中国語
の謝罪を意味する「道歉」と同義である、特に一国
が他国に対して「sorry」を使う場合には、それは
「道歉」を意味するとわざわざ説明している。本
来、「apologize」イコール中国語「道歉」であるも
のを、中国側が「sorry」イコール「道歉」、よって
「very sorry」イコール、深いお詫びの気持ちを表
した「深表歉意」であるとして、当時の責任者は自
らの曲訳について正当化を試みている38。
当時直接の政策決定ラインにはなかったものの
駐仏大使で後に外交学院長を務めた呉建民も、交
渉において米国側が「apologize」を使うことを拒
絶し、一方で、中国側が謝罪の表現を得ることに
固執する中で、中国側から「sorry」の表現には「道
歉」の意味が含まれるとの提案があり、最終的に
は米中双方とも受け入れられる「sorry」の表現に
落ち着いたと述べている39。今回の事件で中国側
指導者の念頭にあったものの一つは、国内的に高
揚するナショナリズムを如何に制御しつつ政権の
正統性を維持しうるかという点にあったが、そう
36 「美政府全権代表美駐華大使普理赫向我外交部部長唐家璇 交関于美国軍用偵察機撞毀中国軍用飛機事件的致歉」『人民日報』2001年4月12日
37 但し、実際には「sorry」の表現は、通常国家間の謝罪の表現としては使われることはほとんどない。
38 唐前掲書、280頁。
39 呉建民『外交案例』、中国人民大学出版社、2007年、332頁。
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いう意味で「very sorry」はぎりぎりの妥協であっ
たといえる。
5． 軍への配慮
（1）対米交渉と軍
中国の政策決定者として配慮しなければならな
い国内圧力は世論サイドからもあったが、この事
件に際しては、接触事件により解放軍パイロット
1名が死亡していることもあり、軍からの圧力は
更に大きかったものと考えられる。指導部として
は軍の立場を無視して軽々に米国との間で事件を
処理するというわけにはいかず、短期的な対米関
係の悪化は犠牲にしても、軍への配慮を示す必要
があった。
米中間では、プリアー大使から唐家璇外交部長
あての書簡の内容をめぐり双方の接触が頻繁に行
われるようになった7日には、対米批判を続けて
きた中国の報道姿勢に変化が見られ、激しい批判
キャンペーンの記事は一旦人民日報の第一面から
なくなる。米大使館員と搭乗員との面会につい
ても、中国側の報道では、第一回目は「問題を起
こした偵察機の乗員」としていたのが、二回目の
面会以降は「米軍機の乗員」と微妙に表現を変化さ
せ、対米批判の度合いを和らげつつあった40。
その後、プリアー大使と周文重部長助理は頻繁
に会合を重ね、書簡の文言の交渉を続けたもの
の、土壇場で交渉は長引いた。書簡の文面をめぐ
る水面下の交渉の最終段階においては、中国側
は、対米関係よりもむしろ国内における軍の強硬
論への対応に神経を使っているようであった。交
渉が長引いているのは、文言の内容云々というよ
りも、中国側として、米国に対する強い姿勢を印
象づけるために時間を費やしている面もあるの
ではとの観測もあった41。党の最高指導者として
は、軍の支持を取り付けつつ対外政策を遂行する
上においては、軍の立場を一定程度尊重する必要
があった。
当事者であった解放軍は、この事件の処理の過
程で前面に出ることはほとんどなかったものの、
「書簡」をめぐっての米中間の交渉が最終段階で足
踏みした時期に、謝罪や偵察の即刻停止、賠償な
どを要求する立場を強調するような記事が再び人
民日報や軍の機関誌である解放軍報に掲載される
ようになる。遅浩田国防部長は北京訪問中のブラ
ジル国防大臣との会談において「米国はこれまで
も、中国の沿岸で偵察飛行をくり返しており、こ
れに対して中国機が監視を行うのは正当であり、
国際慣例に合致する。今回の事故の直接原因は飛
行中に突然方向転換を行った米側にあり、米国は
その事実を直視し、責任を受け入れるべきであ
る。」として、米中間で交渉が詰めの段階にさしか
かっているなかで強硬な態度を崩さず、むしろこ
れまでの立場を蒸し返すような発言を行ってい
る42。中国の公式メディアにおいても両国間で交
渉を行っていることをはじめて国内で報道し43、
対米交渉を進める外交部は米中両国関係の重要性
を主張するなど米国批判のトーンを下げ事件の解
決に向けて雰囲気作りを進めている中において、
このような軍部のスタンスは対照的であった。ア
ルゼンチンを訪問中の江沢民も、9日、「謝罪をし
ないなら解決策を見いだすのは一層困難になる」
と述べ、妥協しない姿勢を強調した。この頃には
中国内部では軍などで反米感情が高まりつつあ
り、安易に妥協して米国の言うとおりにすれば政
治問題化するという中国消息筋の話なども紹介さ
れている44。
40 「美使館館員与美国軍機組員進行第二次会面」『人民日報』2001年4月7日
41 『日本経済新聞』2001年4月11日
42 「遅浩田与巴西国防部長会談」『人民日報』2001年4月9日
43 「就美偵察機撞毀我軍飛機事件中美挙行多輪外交磋商」『人民日報』2001年4月10日
44 『日本経済新聞』2001年4月11日
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（2）歴史を反映する対外観
その後、米中間の交渉が一応の決着を見て、米
軍乗組員が解放された12日の人民日報において
も、党に対する弱腰批判を封印する目的で、「今
回の政府の決定を国内各界が賞賛している」とし
て、国民の理解と支持を取り付けようとしてい
る45。また、軍を意識して「全軍と武装警察部隊は
断固政府の立場を支持する」との記事も掲載し46、
軍の内部にある今回の事件の処理への不満を封じ
込めようとしている。これまで主に新華社の転載
記事を報道し、独自の論調を抑制してきた軍機関
紙の解放軍報も、ここに至り、「本報評論員（本紙
論説委員）が中央の決定を支持する」とする独自の
社説を掲載していることからも、軍内の感情に相
当気を遣っていることがわかる47。米国の謝罪と
引き替えに米国人乗組員が解放されひとまずの決
着を見たわけであるが、その時にウルグアイを訪
問中の江沢民は「事件はこれで完全に解決したわ
けではなく、米国は中国の立場を真剣に受け止め
て今後の処理に当たってもらいたい」との談話を
発表した48。解決を率直に喜ぶのではなく、重ね
て中国の立場を強調しているが、これは、むしろ
国内を意識した発言と受け止められるのである。
軍も含めて中国国内では、中国が十分に強くな
いので米国との間で妥協を迫られたのだとする考
えが今回の事件の解決過程においても根強く存在
した。そして、このような軍、大衆の感情を受け
止める上でも、自国の総合国力を高めることが重
要であるといった指摘がこの事件を通じて再びな
されたことは歴史を反映した極めて中国的な対外
観に基づいた思考といえる49。
おわりに：EP-3事件の今日的教訓
外交は絶え間ない相互作用の過程とその結果で
ある。その意味では、当事国の一方にのみ焦点を
あてて、危機管理のプロセス、ひいては紛争要因
を探求することは適切なアプローチとは言えな
い。また、当時の米中関係は、パワーバランスも
含めて今日の日中関係とは大きく異なり、当時の
教訓がそのまま今日の日中関係に当てはまるとは
いいきれない。しかし、現下の東シナ海における
軍事的側面を含む日中間の「紛争」解決を展望する
際には、2001年に米中間で起きた軍用機の接触に
よる偶発事件は多くの示唆を与えてくれる。
先ず、両国間には事件直後、効果的なコンタク
トメカニズムが機能していなかった。米国は中国
側が電話に出ないと批判し、一方、中国側では重
要な問題になればなるほど上級からのインストラ
クション無しで電話に出て柔軟な対応が取りにく
い構造があった。ホットラインはあったが双方と
も使用しようとはしなかった。米国では共和党政
権発足直後で、両国指導者の間では信頼関係が欠
如していた。
更に、これら双方の事情に加えて、この事件に
おいて最も問題の解決を困難にしたのは、中国側
における事故発生直後の情報処理、これに基づく
ハイレベルでの政策決定、そして一旦決定した政
策の硬直性といった中国に独特な国内構造による
ものであったと考えられる。今回の事故原因のよ
うに軍事領域において軍が示した判断に軍以外の
文民機関が異論を挟み検証を行うことは、今日に
おいても、制度上も、また、実質的にもほぼ不可
能である。軍歴を持たない今日の文民最高指導者
は現場から上がってきた判断を解放軍全体のメン
45 「幹部群衆堅決擁護我国政府正確決定」『人民日報』2001年4月12日
46 「全軍和武警部隊表示堅決擁護中央正確決策以実際実行捏衛国家主権和領土完整」『人民日報』『解放軍報』2001年4月12日
47 「堅決擁護中央政策牢記我軍神聖使命」『解放軍報』2001年4月12日
48 「江沢民主席発表談話」『人民日報』2001年4月12日
49 「撞機事件与中美関係」『暸望新聞週刊』2001年4月16日第16期、8頁。
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ツをつぶす形でひっくりかえすことは困難であろ
う。結果として、この事件において米国にとって
は受け入れがたい「謝罪」を解決の条件として交渉
が始まり、解決のハードルを上げてしまった。
では、何が早期の解決に繋がったのか。ハード
ラインのアプローチがきかないと考えた米国が方
針転換し、解決へのロードマップを示した上で互
いに窓口を外交当局とし、頻繁な接触を持った点
が重要である。双方とも事件を長引かせるべきで
ないという考えを共有していた。中国側による謝
罪要求に対しても、米側は原則を曲げることな
く、一方で実務的、柔軟に解決策を追求した。こ
れはもちろん、乗組員が拘束されていたため米国
としても忍耐強い外交を強いられた側面もある。
一般に、国際紛争が生じた際に、その解決過程
で何らかの解決策（フォーミュラ）が提示され、最
終的に当事国が受け入れ可能と認識することが、
紛争解決への重要なステップとなる。今回の場合
には、プリアー大使から唐家璇外交部長へのレ
ターを提出するとする解決へのロードマップに双
方が合意した上で、米国が「very sorry」の表現を
使用し、中国側が言葉の操作を行い「謝罪」と訳し
たことが、双方がギリギリ受け入れ可能なフォー
ミュラとなった。
今日、尖閣問題をめぐる偶発的な事故への懸念
が高まっているが、中国側の軍のインテリジェン
ス処理プロセスには大きな欠陥が存在し、政策決
定の反応が遅く、短期的にはエスカレーションを
招きやすい構造にある。先般のレーザー照射事件
にもあるとおり、日本や米国などの歴史的に対立
関係が存在する国家からの圧力によって、自らの
錯誤を認めることは、特に軍に至っては極めて困
難であろう。また、中国では、対外危機に際し
て、主権と国家の尊厳へのこだわり、更に、「謝
罪」などのシンボリックなジェスチャーへのこだ
わりが強調される一方で、事故原因などの客観的
事実の究明や国際法の標準的解釈などは二の次に
されやすい。このあたりには、先進国の常識とは
大きな違いが存在する。中国との危機管理プロセ
スを考える際に、この事件の紛争解決過程は、多
くの今日的教訓を与えてくれるのである。
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